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要約
　商業者によるまちづくり活動は近年盛んに行われているが、一方でそれらまちづくり活動を主に
展開する地域商業は依然として厳しい環境に立たされている。そこで本研究では、果たしてそれら
まちづくり活動は地域住民の購買行動を引き起こしているのかということを、消費者へのアンケー
ト調査を用いて検証を行った。
　分析の結果、消費者の地域や商店街への愛着はインショッピング行動と正の関係であるものの、
逆に商店街へのつながりはインショッピング行動と負の関係になることが明らかとなった。つまり
地域や商店街への愛着を高めようとする近年のまちづくり活動には一定の効果があるが、一方で商
店街へのつながりが強い消費者は逆に地元での購買行動を抑制することも明らかとなった。
１．はじめに
　商業者によるまちづくり活動の重要性が叫ばれて久しくなる。商業の分野では1980年代以降から
まちづくりの気運は盛んとなり、様々な活動が行政さらには地域住民を巻き込んだ形で取り組まれ
てきた。
　しかし、一方で依然として中小小売商の衰退傾向に歯止めがかかっていないことも現実問題とし
て残存している。商業統計によると小売業全体では1982年に商店数が約172万店で最大となるもの
の、それ以降減少傾向が続くことになる。そしてこの減少傾向は、事業規模が小さくなるほど強く
なっていて、特に中小小売商が衰退・停滞していることがわかる。さらに、それはただ中小小売商
の問題だけではなく、中小小売商が主に集積して形成されている商店街でも同じく衰退・停滞傾向
が現れている。平成21年度商店街実態調査では、商店街の最近の傾向に関して「繁栄している」と
答えた商店街は1.0％に留まり、一方で「衰退している」が44.2％で「衰退の恐れがある」の33.4％
を含めると、80％近くの商店街が衰退・停滞傾向にあるのが現状である。
　このことから、以下のような疑問が生じる。果たして、商業者によるまちづくり活動は商業の活
性化につながっているのか、ということである。そこで本稿では、商業者によるまちづくり活動の
意義を、定量的方法論を用いて明らかにする。
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２．先行研究レビュー
２－１．現実的なまちづくりの意義
　そもそも、商業分野でまちづくりが活発に議論され始めるのは1990年代からである（石原　
2000）。その大きな一つの流れとして『80年代の流通産業ビジョン』の存在が大きい。ここでは、
まちづくりという言葉として表現されなかったものの、従来の経済的合理性の追求だけというもの
から、社会的有効性１）も追求していくことが求められたのである。
　この時期は小売事業所数がそれまでの増加傾向から減少傾向に転換した時期でもある。そしてこ
の減少傾向は、特に規模の小さい小売事業所ほど、その減少割合も高くなっている（三村　1992、
田村　2008）。そのような状況下において、中小小売商を中心にしてまちづくりが注目されていっ
たのである。
　具体的には、『80年代の流通産業ビジョン』では、我が国の流通政策に初めて「まちづくり」の
導入を訴えたものであり、経済的効率性ばかりではなく、社会的有効性についても十分配慮する必
要があるとし、地域商業に対しコミュニティ維持への主体的な貢献を求めた。そして『90年代の流
通ビジョン』では役割の担い手をより具体化し、コミュニティ維持の役目を商店街に求めるように
なっている（大橋　2005）。また、『21世紀に向けた流通ビジョン』が、商業とまちづくりと言う章
を設けて、まちづくりにおける商業の重要性を示し、従来の流通政策の概念や対象をより大きく拡
張することで、その後のまちづくり三法制定にも大きな影響を与えている。また、2007年に出され
た『新流通ビジョン』においても、小売業の社会的役割としてまちづくりへの貢献を期待してい
る。
　このような現象を田中（2006）では、商業機能に優れた大規模小売業に対して、商業機能以外の
側面、つまり社会的有効性を利用して、その生存の道を探る行動と捉えている。つまり、中小小売
商の新たな競争優位獲得の手段としてまちづくりに焦点を当てたということである。それは例えば
側近の平成21年度商店街実態調査で地域活動団体等と連携している商店街の割合が７割を超えてい
ることからも、中小小売商が社会的有効性を積極的に利用しようとしている一端を垣間見ることが
できる。
　このように、中小小売業に求められるまちづくりの大きな一側面として、商業機能の充実ととも
に商業者が地域コミュニティの一種の結節点の役割を果たすことで、地域住民の連携、地域コミュ
ニティの活性化を促し、結果的に活力、魅力のあるまちを形成していくことが重要な課題の一つと
なっている。そうすることで、地域の商業機能としての存在意義を強調しようとしているのであ
る。このような中小小売商のまちづくり活動への取り組みを扱う事例研究も多く蓄積されている
（石原・石井　1992、阿部編　1995、石原・加藤　2005等）。
　しかし先述した通り、まちづくりが盛んになる一方で、依然として中小小売業の停滞・衰退は続
いているのが現状である。ここから、商業者によるまちづくり活動が商業の活性化につながってい
るのかという問いが発生する。そこで次に商業・流通研究において商業者によるまちづくりがどの
ように取り扱われてきたのかを確認する。
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２－２．理論的なまちづくりの意義
　商業・流通研究でも1980年代からまちづくりに関する研究はなされてきており、その蓄積はかな
りのものになっている。そこでは多様な視点からなされており、例えばそれは、流通政策の在り方
を議論することを中心とするアプローチであったり、地域の小売商業の振興を議論することを中心
としたアプローチであったりと、その視点も様々である（横山　2007）。
　その中で、そもそもの前提として商業者がまちづくりに貢献できるのかどうかという議論が存在
する。そこでは、貢献できるという積極派（石原・石井　1992、阿部編　1995、石原　2000、向山
　2001、田中　2006、横山　2007）と貢献できないという消極派（原田　2003、三好　2000）とい
う２つの暗黙の前提に分けられると思われる。多数派は積極派であり、例えば石原（2000）では小
売業者がまちづくりに積極的にかかわることが必要な理由を①地域の小売業は容易に立地を移動で
きないこと、②地域の活性化は小売業の振興なくして考えられないこと、そして③地域の活性化と
小売業の振興には互いが互いに影響を与えあうこととしている（横山　2007）。また田中（2006）
では商業者は地域に住み、地域で生活することで、地域住民と同じ課題を持ち、また同じ運動を実
施しうるという可能性を宿しているとする。一方で消極派として原田（2003）では、商業者による
まちづくりは近視眼的もしくは偏狭なまちづくりとなり、地域全体にとってはマイナスとなってし
まう危険性が高いとし、都市間競争問題と言う視点から消極的に捉えている。また三好（2000）で
は、コミュニティ性という視点から経済的効率性の論理と社会的有効性の論理を同時に追求するこ
とが少なくとも理論的はできないとし、商業者によるまちづくりに消極的な立場を取っている。
　このように商業者がまちづくりに貢献できるかという点で議論が別れる原因の一つに、まちづく
りの成果がはっきりしていないということがあげられると考えられる。そもそも、まちづくりが多
様な活動を含み非常に幅の広い意味を持ち、捉えどころのない言葉となっており、その言葉が意味
するものの特定が難しいことが大きな一因となっているということである。そしてそれは、まちづ
くりが商業にとって何であるかと言った根本的なことを考察した研究は意外と少ないことにもつな
がっていると思われる。ただ、商業・流通研究におけるまちづくりがどのような存在意義を持って
いるかを明らかにするためにも、それら研究に焦点を当てることは重要であると思われる。そこで
本稿では、商業にとってまちづくりとは何かについて議論している先行研究を中心にレビューを行
い、まちづくりの意義を改めて探り、本稿における立場を明らかにする。
２－３．まちづくりとは何か
　まちづくりとは何かと言う点で代表的な定義として田村（1987）がある。彼は「まちづくりとは
一定の地域に住む人びとが、自分たちの生活を支え、便利により人間らしく生活していくための共
同の場をつくること」（p.52）と言う定義付けをしている。この定義でもわかるように、まちづく
りという言葉はかなり幅広い概念となっている。
　このような中で、商業・流通研究においても同じような形で定義付けしているのが石原（2005）
である。石原（2005）ではまちづくりは「新たな何かを求めようとする動き」（p.３）とし、厳密
な定義を与えることに特別な意味がないとする。これはまちづくりが商業の枠に留まらないことを
考慮し、またまちづくりの今後の広がりを期待しての主張である。
　一方で、田中（2006）では商業からの視点ということを強調し、商業学的な視点である限りまち
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づくりとは「個店経営ならびに商店街経営をより有効ならしめる意味での社会経済的環境形成」
（p.４）であり「あくまでも商業活動をより有効ならしめるための経営活動」（p.７）とする。これ
は石原（2005）が抽象的な形でまちづくりの広がりを重視したのに対して、田中（2006）では、ま
ちづくりが実際に行われている現場に近い形でまちづくりが商業にとって何であるかということに
焦点を当てていると考えられる。
　また大橋（2005）ではまちづくりという言葉が、地域商業やその活性化に対し、どのような近未
来を示唆しているのかについて議論し、その結果まちづくりを「まちに必要な商業を創り出すこと
であり、商業者にとっては、まちに必要な商業としての機能を発揮し、まちに不可欠な存在として
の地位を確立すること」（p.37）とする。つまり、こちらも商業の存在意義を確立するための活動
であるとする。
　以上の議論をまとめると、商業という視点を重視する点や、抽象的な議論ではなく実際現場で起
きている現象を見ていこうとする本稿においては田中（2006）や大橋（2005）のまちづくり像が最
もあてはまりも良く、商業経済論に由来する商業・流通論に徹する限り、この考え方は重要である
と考える。それは商業・流通学的アプローチを取る限り、まちづくりは基本的に経営活動の一部で
あり、最終的に自店の売上や利益の向上ないしは安定といった成果が期待されなければならないと
考えられる。そこで、本研究では商業者によるまちづくりの成果としてその地域の各小売業店の売
上や利益の向上と捉えることとする。
　その場合、まちづくりは地域商業として地域住民と連携し、地域コミュニティを活性化し、地域
住民に自身が住んでいる地域に興味・関心を持ってもらうことで、その地域に地域商業が不可欠な
存在と地域住民に認識させ、最終的に商業機能としての利用してもらうことを期待する。実際に石
原・石井（1992）、阿部編（1995）等ではそれら活動をケース研究で取り扱っている。
　しかし、ここで新たに、そもそもの前提として、実際に地域住民が、自身が住んでいる地域や商
業に興味・関心をもつと、その地域の商業を利用するようになるのかという疑問が浮上してくる。
つまり、商業にとってまちづくりの方向性が正しいかどうかということである。この疑問の答えの
手がかりとして岩崎（2005）の研究がある。
２－４．地域への結びつきとインショッピング概念
　岩崎（2005）では、Miller et al（1997）、Miller（2001）のインショッピング概念に注目し、日
本の消費者の地域への結びつきが、インショッピング志向に影響を与えるかどうかを明らかにし
た。ここでの地域への結びつきとは地域への愛着や関与であり、インショッピング志向とは家の近
くで買物をしたいという意識である。その結果として、地域への愛着、地域への関与が高まるほ
ど、インショッピング志向が高まることが明らかにされている。この研究の示唆点として地域への
愛着、関与（関心）を高めようと働きかける近年のまちづくり活動はインショッピング志向を高め
るという点で有効な手段と捉える事ができる。
　しかし一方でこの研究の限界として、なぜ地域への愛着やつながりがインショッピング志向また
は行動を高めるのかという詳細な検討がされていない。また真の地域商業の活性化（安定化）を考
える場合には、消費者の意識ではなく購買行動と言う実際の行為が必要不可欠となると考えられ
る。そこで本稿では実際の行動にまで地域への愛着、関与が影響しているかを検証する。
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２－５．地域への結びつきとインショッピング行動
　まずは、なぜ地域への結びつき、つまり地域への愛着と関与（以降、関与に関しては「つなが
り」と言葉を置き換えることとする）がインショッピング行動につながるのかというロジックを検
討する。
　まず地域への愛着についてであるが、商業者は地域連携や地域活動といったまちづくりを通じて
地域住民に自身が住んでいる地域の魅力を再発見してもらおうとする。そうすることで地域住民に
当地域への興味・関心、そして愛着を持ってもらう。その愛着が強まると地域のより一層の環境改
善・維持のためにも、何らかの形で地域に貢献しようとすると考える可能性が高くなる。その際
に、商店街は「地域の顔」（『90年代の流通ビジョン』）であり、地域の活力と密接不可分な関係で
ある（福田　2008）ことを考慮すると、商店街（地域商業）の活性化と言う問題は自身の地域の環
境を大きく左右することとなる。近年の中心市街地の空洞化、衰退等が問題視されているのが良い
例である。そのため、地域への愛着が強い地域住民は自身の地域の環境を大きく左右する地域商業
でなるべく買い物をするようになるというロジックが考えられる。つまり、地域連携や地域活動を
展開していくことで、地域住民に地域への愛着を持ってもらい、その愛着によって地域貢献の一つ
の形として地域商業での購買行為を引き起こすということである。
　次に地域へのつながりについてであるが、そもそも、商店街においては先述した通り、90年代以
降、商店街が本来持っていた社会的有効性という側面が多くの局面で強調され始め、商店街を買い
物の場としてだけではなく、暮らしの場・社会的コミュニティの場として造り替えていくことが課
題とされていた。
　そこで、そのような暮らしの場・社会的コミュニティの場として商店街を機能させるのであれ
ば、まずは地域住民同士の交流そのものの活発化が重要となってくることは言うまでもない。いく
ら社会的コミュニティの場と言っても、地域住民同士の交流がなければコミュニティの場ともなり
えないことは明白である。そのためにも、まずは地域住民同士の交流を活発化させる必要が出てく
る。ただ、商店街という枠の中でそのような活動をしていても来街者中心の交流にとどまってしま
う可能性があり、交流の範囲にも限界が生じてくる。そこで多くの商店街では商店街の枠を超え、
地域連携や地域活動を積極的に展開していくことで、より広い範囲での地域住民同士の交流拡大を
めざしてきたと思われる。さらに、商店街では地域コミュニティを促進するコミュニティホールや
小公園のような公共施設を積極的に整備することで、それら地域住民の交流の場として、商店街が
選択される可能性を上げようともする。そうすることで、拡大された交流の場としての商店街への
来街頻度や来街者数が増加し、それが結果として商店街での購買行動にもつながっていく可能性が
あるということである２）。つまり、地域連携や地域活動を展開していくことで、地域住民の交流を
活性化させることとなり、それが結果的には地域住民の商店街への来街を促進させ、購買行動にも
発展する可能性が出てくるということである。
２－６．商店街への結びつきとインショッピング行動
　以上、地域への結びつきとインショッピング行動の関係を考察してきたわけだが、本研究ではさ
らに商店街への結びつきという点からも考察する。それは、多くの地域商業の現場では先述してき
た通り、主に商店街が担っていることが多い。そしてそれら商店街の主な主体は中小小売商である
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場合が多い。そのような中で石井（1989）では、特に地域商業を多く担う中小小売商においては、
「ちょっとした口ぶりで客に言いたいことがわかる」「客の欲しいものが手にとるようにわかる」と
言ったような濃密な対人関係を結ぶことで、競争優位を獲得しようとするとする。つまり、中小小
売商は自身の店舗経営のためにも、顧客との良好な関係を保とうとするのである。向山（2001）で
は中小商業の存続上の最も基礎となる強みとして顧客とのなじみ関係とする。これは、長年の様々
な付き合いによって信頼関係が生み出され、それが中小商業の存立基盤となるということである。
そこでは、まちづくり活動や地域活動における地域住民との関係構築とともに、商売上においても
積極的に良好な人間関係を構築していく必要に駆られているということである。
　つまり、商店街における個々の商業者において、顧客さらには地域住民との濃密な人間関係の構
築は自店の経営にとって重要となる。そしてそれら人間関係のネットワークが充実するほど、商店
街としての魅力も上昇すると考えられる。このことからも商店街として地域住民とのつながりは重
要な要素となってくると思われる。また商店街への愛着に関しても地域への愛着以上に、地域商業
への購買行為を引き起こすことが予想される。それは、愛着の範囲がより特定されることで、地域
商業の主体とされる商店街への愛着も強くなると考えられるためである。そこでは、商店街のへ愛
着が高まるほど、その商店街の活性化に貢献したいといったことからその商店街で買物をするよう
にするというロジックが考えられる。
２－７．仮説導出
　以上の議論からわかるように、地域との結びつきや商店街との結びつきが地域商業（の成果）と
密接な関係にあることが予想される。それは地域や商店街との結び付きが地域住民の自宅近くでの
買い物行動というインショッピング行動を促進させ、結果的に地域商業の成果に結び付くというこ
とである。そのため、地域商業を主に担う中小小売業者はまちづくり活動を通して、それら結びつ
きを強化しているものと考えられる。そこで、本研究では以上の考察の下、以下４つの仮説を導出
する。
仮説１　地域への愛着が高い消費者ほどインショッピング行動をとる
仮説２　地域へのつながりが強い消費者ほどインショッピング行動をとる
仮説３　商店街への愛着が高い消費者ほどインショッピング行動をとる
仮説４　商店街へのつながりが強い消費者ほどインショッピング行動をとる
以上の仮説は次のように示すことができる。（図表１）
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　これらの仮説は商業者のまちづくりが前提としてきた条件である。ただ地域商業研究、特に商店
街研究においては定性的な研究が中心で、定量的な調査での実証はほとんどされてこなかった。そ
こで、本研究では定量的な調査で検証することとする。
３．実証分析
３－１．調査概要
　以上の仮説を検証するために、質問票調査で得られた１次データを統計的に分析するという手法
をとった。具体的には2010年３月18日及び19日に、インターネット調査を行いインターネット調査
会社に登録されている20歳以上の男女を対象にし、824票を得た。さらにその中から、住んでいる
地域に商店街があると答えた472サンプルを利用した。質問項目は図表２のとおりであり、リカー
ト法の５点尺度で測定している。また構成概念の信頼性を示すクロンバックα係数は、いずれの概
念においても0.8以上と良好な数値であった。
???????????
?????????
???????
????????
??????????
図表１　本研究の分析枠組み
図表２　各変数の設問項目
　 構成概念 設問項目 α係数
従属変数 インショッピング行動
自宅近くで食品を購入する
.848
自宅近くで生活用品を購入する
独立変数
地域への愛着
この地域が好き
.933
この地域は安らげる
この地域から離れたくない
この地域に満足している
この地域は、自分に適している街である
地域へのつながり
地域に友人が多い
.804
地域に顔見知りが多い
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　「インショッピング行動」においては岩崎（2006）から「自宅近くで食品を購買する」「自宅近く
で生活用品を購入する」という２つの質問項目をそのまま使用した。また「地域への愛着」は岩崎
（2005）の質問項目をそのまま利用し、「地域へのつながり」は岩崎（2005）の地域への関与である
４項目をそのまま利用した。また「商店街への愛着」「商店街へのつながり」では岩崎（2005）の
地域への愛着、関与を参考に地域を商店街へと変え、質問項目を作成した。
３－２．分析結果
　以上の操作化に基づき、重回帰分析を行った。分析の結果を表したものが図表３である。
　分析の結果、インショッピング行動に影響を与える変数で有意な結果が出たのは地域への愛着、
商店街への愛着、商店街へのつながりであった。これらのうち、地域への愛着ならびに商店街への
愛着は正の影響を与えており、仮説１及び仮説２が支持される形となった。しかし一方で商店街の
つながりに関しては負の影響を与えているという仮説４とは逆の影響関係が確認された。なお、定
量変数の多重共線性の可能性を示すVIFは「地域への愛着（1.386）」「地域へのつながり（1.603）」
「商店街への愛着（1.758）」「商店街へのつながり（2.001）」とすべて低いことから、独立変数間の
独立性が確認された。
独立変数
地域へのつながり
地域活動に関わっている
.804
この地域の動向に関心がある
商店街への愛着
商店街が好き
.942
商店街は安らげる
商店街から離れたくない
商店街に満足している
商店街は、自分に適している買物の場
商店街へのつながり
商店街に友人が多い
.864
商店街に顔見知りが多い
商店街活動に関わっている
商店街の動向に関心がある
図表３　分析結果
標準化係数β ｔ値 有意確率
地域への愛着 .182 3.492 .001
地域へのつながり .043 0.767 .443
商店街への愛着 .193 3.283 .001
商店街へのつながり －.238 －3.283 .001
Ｆ値　 10.633 0
調整済みＲ２乗 .075
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３－３．結果の解釈
　以上の結果の解釈であるが、まずは、愛着に関しては地域・商店街とも仮説通りの結果から、ま
ちづくり活動の中でも地域住民に自身が住む地域や商店街に愛着を持ってもらおうとする活動に関
しては一定の効果があると思われる。このことからも、商業者がまちづくり活動を積極的に行う理
由の一端が説明できると思われる。
　一方で、商店街へのつながりに関して仮説とは逆で、負の関係になったことに関しては以下のよ
うに解釈できる。
　商店街の中に友人や知人が少数の場合にはそれほど問題とならないが、その数が多くなるほど、
余計な買い物やプライベイトの介入の割合が大きくなることが予想され、購買行動を抑制してしま
う可能性が考えられる。例えばそのような知人、友人としての商業者が少数のときであれば、そこ
での買物量は全体の買物量に比べればその割合も小さい。そうであれば、例えばお勧めされた商品
や、義理的な買物行動もそこまで問題とはならない。しかし、この知人、友人の数が増加してくる
と、全体の買物量に占めるそれら割合が増加してしまうことになる。そうなると、良好な対人関係
で買物も楽しかったものが逆に、気を使ったり、余計な出費をしてしまうかもしれないという負担
感を持たせるかもしれない。そうなると結果として、購買行動が抑制される可能性が浮上する。つ
まり、商店街へのつながりが高まると、インショッピング行動は逆に抑制されるということであ
る。
　これは従来の中小小売商の競争優位の源泉であると考えられていたものが、機能不全に陥ってい
る可能性を示唆する結果ともいえるであろう。これに関しては石原（1997）が近年、人々が地域社
会よりも市場経済に依存するようになり、結果としてコミュニティの在り方自体も変化し、コミュ
ニティ型小売業が衰退しはじめたとしている点とも重なるものと思われる。つまり、従来地域の住
民や生活者の日常生活と密接に向き合ってきた小売業が、それら地域住民、さらには地域社会の在
り方の変化に十分に適応できなくなってきている可能性があり、今後注目すべき点であると思われ
る。
４．ディスカッション
４－１．本稿の結論
　本稿では、商業者におけるまちづくり活動は商業の活性化につながっているのかということにつ
いて、地域・商店街への結びつきと言う視点から考察した。結果として、地域、そして商店街への
愛着が地元での購買行動に正の影響を与えていることが明らかとなり、地域や商店街への愛着を高
めようとする近年のまちづくり活動には一定の効果があることが分かった。しかし、一方で商店街
へのつながりが強い消費者は逆に地元での購買行動を抑制することも明らかとなった。これは、地
域商業を主に担ってきた中小小売業者にとっては、従来大規模小売業との数少ない競争優位のひと
つであったものが、うまく機能しなくなっていることを現わす結果とも言える。
　このように本稿では、商業者におけるまちづくりについて定性的な研究が中心であった中で、定
量的な研究を行ったことに意義があると思われると同時に、実務的にも今後の実際のまちづくり活
動にあたって、いかに地域住民と接するかについて改めて検討する必要があることを提示できた点
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で意義があると思われる。
４－２．妥当性の検討と今後の課題
　しかしながら、本稿の課題としては、大きくは２つが挙げられる。
　ひとつは、インショッピングがどこまでを含むかということである。本研究では地域商業の主体
として商店街を想定しているが、商店街と限らない地域ももちろん存在する。さらには商店街の中
に大規模店やチェーン店が立地している例もあり、今後はこれらをより詳細にわけた形で分析を
行って行く必要がある。これは地域商業とは何かという議論まで発展するものであり、大きな課題
につながるものである。
　もうひとつは、まちづくり活動に参加する商業者の意識の多様性の検討である。まちづくり活動
を行う商人像は石原（2006）で言うところの街商人精神が高い商業者であり、従来商業論が想定し
てきた企業家精神とは異なる経営意識を持っていることが多い。さらに近年の研究では能動的生業
精神（小宮　2007）といった経営意識も注目されつつあり、商業者の経営意識によりまちづくり対
する態度も異なるものと思われる。よって、今後はこれら経営意識の多様性についても検討してい
く必要があると思われる。そうすることで、成果のあがるまちづくり活動はどのような商業者が担
いやすいのか、または担うべきなのかを明らかにし、より商業とまちづくりの関係性の理解が深ま
るものと考えられる。
註
１） ここでは社会的有効性がどういうものであるかは、はっきりとは提示されてはいないが、社会的コミュニケー
ションの場や地域文化の担い手としての社会的・文化的機能を指しているものと解釈できる。
２） 必ずしも来街頻度や来街者数が増加したからといって、そのまま購買行動につながるわけではない。そこには依
然として個店さらには商店街の魅力、努力が重要となってくるのも事実である。しかし本稿では、一旦、地域連
携に焦点を当てるがため、この議論はおいておく。
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